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１　指定管理者が管理する施設の業務の範囲

（１）　経営管理業務に関すること

　①　事業計画書及び収支予算書の策定

　②　事業報告書等の作成
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　　　　（a）利用人数（岐阜市の定める少年・青年・一般の区分及び小中高大学生等の別）

　　　　（e）開館日数

　　　　（f）部屋別の稼働状況

　　　　（g）指定事業の実施状況

　　　　（h）自主事業の実施状況

　　　　（e）開館日数

　　　　（f）部屋別の稼働状況

　　　　（g）指定事業の実施状況

　　　　（h）自主事業の実施状況

　　　ｃ　その他、市が必要と認める事項

　　　ｂ　会館の利用状況等

　　　　（a）利用人数（岐阜市の定める少年・青年・一般の区分及び小中高大学生等の別）

　　　　（b）利用団体数（岐阜市の定める青少年団体・一般団体等の別）

　（ウ）　毎年度終了後45日以内に、次に掲げる事項を記載した事業報告書及び会計報告書（以下「事業報
　　　　告書等」という。）を作成し、データで市に提出すること。
　　　　　ただし、年度の途中において指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30日
　　　　以内に、当該日までの間の事業報告書等を提出すること。

　　　　（c）使用料

　　　　（d）減免の内訳（理由別、部屋別の件数と金額）

　　　ａ　管理業務の実施状況（点検、修繕、清掃、その他維持管理業務）

　　　ｂ　会館の利用状況等

　　　ｃ　その他、市が必要と認める事項

　本仕様書は、岐阜市中央青少年会館指定管理者申請要項（以下「要項」という。）と一体のものであり、
岐阜市中央青少年会館（以下「会館」という。）の管理業務を指定管理者が行うにあたり、岐阜市青少年会
館条例（昭和42年岐阜市条例第19号。以下「条例」という。）、岐阜市青少年会館条例施行規則（昭和42年
岐阜市教育委員会規則第4号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、指定管理者に要求する管理運営
の業務内容及び水準等を示すものです。

　（ア）　会館の利用状況及び管理運営業務の実施状況等を記載した業務日報を作成し、市が指定する期間
　　　　保管し、求めがあった場合は提出すること。

　（イ）　毎月終了後、翌月10日以内に、次に掲げる事項を記載した月毎の事業報告書（モニタリングによ
　　　　る利用者の意見、要望等とその結果及び対応策を含む。）を作成し、データで市に提出すること。

　　　次年度の事業計画書及び収支予算書を毎年10月末までに作成し、市に提出すること。

　　　ａ　管理業務の実施状況（点検、修繕、清掃、その他維持管理業務）

　　　　（b）利用団体数（岐阜市の定める青少年団体・一般団体等の別）

　　　　（c）使用料

　　　　（d）減免の内訳（理由別、部屋別の件数と金額）



　③　モニタリング及び事後評価の実施　

　④　事務準備及び引継ぎ業務

　⑤　経理規程の策定

　　　指定管理者は、経理規程を策定し、経理事務を行うこと。

　⑥　立入検査

（２）　会館の運営業務に関すること

-2-

　（ア）　事業報告書等及びモニタリングにより事後評価を行うこと。この事後評価について、モニタリン
　　　　グ結果を含め、市のホームページで公開することがある。

　（イ）　モニタリングを実施した結果又は事後評価の結果、評価が低く、改善措置を求めたにもかかわら
　　　　ず改善がみられない場合は、指定を取り消すことがある。

　　　ｄ　個人情報を引継ぐ際は漏えいのないよう確実に引継ぐとともに、保有する必要のなくなった個人
　　　　情報は、旧指定管理者の責任で適切に廃棄すること。

　　　ｅ　新旧指定管理者及び市が立ち会い、引継ぎを行うとともに、確実な引継ぎを行ったことを確認す
　　　　るため、三者が引継ぎ書を確認し、署名すること。

　（ア）　市は、必要があると認める場合は、指定管理者に対し、前記（１）①・②に掲げる書類の他、管
　　　　理業務及び経理の状況に関する資料の提出及び報告を求めることができる。また、必要に応じて労
　　　　務管理、施設、物品、各種帳簿等の検査のため立入調査を行い、改善の措置等必要な指示をするこ
　　　　とができる。

　　　ｃ　正社員であること。

　（イ）　指定管理者は、管理業務及び経理の状況に関する資料の提出及び報告を求められた場合には、こ
　　　　れに応じなければならない。また、市から改善措置等の指示があった場合は、これに従い、改善等
　　　　の措置を行わなければならない。また、その是正内容について、速やかに市に報告しなければなら
　　　　ない。

　（ウ）　改善措置等の指示にもかかわらず、指定管理者が改善措置を行わない場合は、指定を取り消すこ
　　　　とがある。

　①　人員配置及び人員管理

　（ア）　教育委員会と連携し、他会館の統括的な役割を果たすため、次のａからｃに掲げる条件を満たす
　　　　者を、統括責任者として１名配置（専任）すること。

　　　ａ　青少年の健全育成にかかる見識を有すること。

　　　ｂ　青少年教育施設等の管理運営経験を豊富に有していること。

　（ア）　指定管理者指定後、協定発効までの期間において、必要書類作成、各種印刷物作成業務や指定管
　　　　理諸業務の習得等を行うこと。
　　　　　なお、これらに要する費用については、次期指定管理者の負担とする。

　（イ）　指定期間終了時及び指定を取り消され、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を
　　　　命じられたときは、指定期間の始期から新たな指定管理者が円滑に管理業務を実施できるよう、次
　　　　の a ～ e に留意しながら、新旧指定管理者で円滑な事務の引継ぎを行うこと。

　　　ａ　市と新旧指定管理者とで協議し、引継ぎ期間を定めるとともに、引継ぎ事項のチェックリストを
　　　　作成するなどして引継ぎを行うこと。

　　　ｂ　旧指定管理者は、引継ぎ書を作成すること。

　　　ｃ　備品等については、市が所有するものと旧指定管理者が所有するものを明確に分けるとともに、
　　　　市所有の備品等は確実に新指定管理者に引継ぐこと。



　②　利用者への利用案内
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　（ケ）　配置する人員の勤務形態は、労働基準法を遵守するとともに、会館の運営に支障がないようにす
　　　　ること。

　（コ）　業務従事者に対して、管理運営及び教育相談等に必要な研修（若者支援のスキルアップ・接遇・
　　　　人権問題・個人情報保護・情報公開・危機管理等）を実施すること。（特に、若者支援に係る相談
　　　　業務及び青少年の人権問題に関しては、計画的に研修を実施すること。）

　（サ）　組織表（正規または臨時を問わず）を各年度当初に提出すること。また、当該年度内に組織を変
　　　　更した場合は、速やかに変更届を提出すること。

　（シ）　会館業務に従事する者（正規または臨時を問わず）の名簿（住所、氏名、職名、在勤年数、連絡
　　　　方法、資格等を記したもの）を各年度当初に提出すること。また、異動等が生じた場合は速やかに
　　　　届出を行うこと。

　（キ）  施設の利用に関する受付業務（館内及び駐車場等の案内、部屋や使用料金の説明等）・管理業務
　　　　等に従事する最適な人員配置と勤務体制（中央青少年会館の開館時間内に２名以上配置し、事務室
　　　　に１名常駐する。）とすること。

　（ク）　会館管理に従事する者は普通救命講習を受講し、甲種防火管理者の資格を有する者を配置するこ
　　　　と。

　（イ）　館長（管理責任者）を配置すること。なお、前記（ア）統括責任者と兼ねることも可とする。

　（ウ）　教育委員会・学校・地域と連携を図り、効果的な青少年教育活動を実践できる者を配置すること。

　（エ）　青少年育成に相当の経験を有し教育施設の運営に力量をもつ者、施設等の維持管理業務に精通し
　　　　た者、パソコンデータ作成の経験を有する者を配置すること。

　（オ）　小学校、中学校又は高等学校のいずれかの教員免許を保持し青少年に対する学習指導・教育相談
　　　　に携わる者を配置すること。

　（カ）　社会福祉士又は社会福祉主事の資格を保持し若者の悩み事相談や自立支援業務に携わる者を配置
　　　　すること。

　（ケ）　掲示物等（チラシ・ポスター）の館内掲示及び整理整頓

　（コ）　団体報告書の受付及び岐阜市公共施設予約システム（以下「予約システム」という。）利用に関
　　　　する案内

　（ア）　会館利用の案内

　　　ａ　利用者に部屋の鍵を渡し、利用終了後、返却を受け確認すること。

　　　ｂ　利用者に貸し出す部屋の鍵は厳重に管理すること。

　（イ）　会館備品の案内

　　　　事前に使用申込書を提出の上、備品の受け渡しの確認をすること。

　（ウ）　禁止事項の案内

　　　ａ　利用者のマナーが不適切な場合や、他の利用者の迷惑になる行為に対しては、必要に応じて適切
　　　　な注意、指導を行うこと。

　　　ｂ　中央青少年会館が所在する旧明徳小学校敷地内（以下「当該敷地内」という。）においては、全
　　　　面禁煙とすること。

　（エ）　交通機関、道順及び駐車場等の誘導案内

　（オ）　青少年講座等の事業の案内

　（カ）　その他市施設及び近隣官公署の案内

　（キ）　身体の不自由な利用者への利用補助

　（ク）　館内利用者に対する連絡・放送



　　　　　市長から権限の委任を受けた教育委員会が、使用料の減免に該当すると認めた事項（受付にあた
　　　　っての基準）は、規則第９条第１項のとおりであり、提出された減免申請書については、速やかに
　　　　教育委員会に送付し決裁を受けること。

　（オ）　予約システム利用登録手続きに関する事務

　　　　　施設利用が認められた団体から、窓口で予約システムの利用の申込みがなされた場合に、予約シ
　　　　ステムの利用登録手続きを行うこと。

　　　ａ　「予約システム利用資格承認申請書」の受付

　　　ｂ　「予約システム利用者登録申請書兼利用登録変更・廃止届」による、予約システム登録申込受付
　　　　→書類審査後、予約システム所管課に送付

　　　ｃ　「岐阜市公共施設使用料口座振替依頼書（自動払込利用申込書）兼変更・廃止届」を取扱い金融
　　　　　機関に提出するよう、申込者に周知

　③　使用申込の受付・承認等

　（ア）　会館の施設（部屋）を利用者に貸し出すための業務を行うこと。

　　　　　なお、無料の部屋については、原則として青少年及び青少年育成団体、若者の自立支援に携わる
　　　　団体等の利用希望を優先して受け付けること。

　　　　【対象施設】

　　　　・有料･･･ 会議室１・２(Calm)、和室１・２、ホール・ステージ、研修室１･２･３、練習室１・２

　　　　・無料･･･ ミニキッチン、アートスペース（Cozy）、スタディルーム、ボランティアスタッフル
　　　　　　　　　ーム、若者チャレンジ室、ラウンジ

　（イ）　受付の手続き

　　　　　有料施設の利用を希望する団体に、「岐阜市青少年会館使用団体登録書」を記入してもらい、
　　　　審査した上で団体利用の可否を通知すること。

　　　　　使用申込書の受付（電話による受付は原則不可とする。）→使用承認書の交付→使用料（現金）
　　　　の収納（前納）→領収書の発行→予約システム業務端末に口座振替外収納入力→当日の利用案内

　　　ｃ　窓口による場合（教育委員会が使用料免除を認める団体の受付）
　　　　　使用申込書及び使用料減免申請書の受付（電話による受付は原則不可とする。）
　　　　→使用承認書の交付→予約システム入力→当日の利用案内

　（ウ）　受付の時間

　　　　　開館時間中は原則として受け付けること。

　（エ）　使用料減免申請書の受付事務

　　　ａ　予約システムによる場合（予約システム利用登録済の団体の受付）

　　　　　予約システム業務端末による利用者確認→予約システム業務端末による審査･収納処理（本予約）
　　　　→当日の利用案内

　　　ｂ　窓口による場合

　　　ｄ　（以上の事務手続きが完了した後で）予約システム所管課が、申込者を予約システムの利用者と
　　　　して登録し、利用者カードを発行・郵送する。
　　　　→会館の指定管理者は、市から会館に返却される「予約システム利用者登録申請書」を保管する。
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　④　使用料等の収入事務
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　（カ）　使用の制限

　　　ａ　使用許可をしてはいけない場合

　　　　（ａ）　公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。

　　　　（ｂ）　集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認められると
　　　　　　　き。

　　　　（ｃ）　建物又は附属設備若しくは備品を汚損し、損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。

　　　　（ｄ）　使用許可に付した条件に違反したとき。

  （ク） 会館に関する問い合わせに対応すること。

  （ケ） 使用申込書（減免申請書）・使用承認書・使用団体報告書・会館利用の手引き等を適宜作成する
　　　 こと。

　（ア） 条例に規定する使用料を遵守すること。

　（イ） 使用料は、現金納付もしくはキャッシュレス決済による。また、収納した使用料金は、市が定め
　　　 る納付書により、岐阜市指定金融機関又は岐阜市収納代理金融機関に速やかに払い込むこと。
　　　　 ただし、予約システムの利用登録者が予約システムを利用して使用許可を申請し、許可を受けた
　　　 場合の使用料は、口座振替により市に納入される。

　　　　（ｄ）　（ａ）から（ｃ）に掲げるもののほか、会館の管理上支障を来すおそれがあると指定管理
　　　　　　　者が認めるとき。

  （キ） 使用許可の取消し等

　　　ａ　使用許可を取消し又は使用の中止を命じることができる場合

　　　　（ａ）　条例及び規則等の規定に違反したとき。

　　　　（ｂ）　前記（カ）使用の制限ａ（ａ）～（ｄ）のいずれかに該当する事由が生じたとき。

　　　　（ｃ）　偽りその他不正な手段により使用許可を受けたとき。

　（カ） 払込通知書、領収書（納入通知書兼領収書）の作成・集計・入金・保管を行うこと。

　（ア）　発生した費用を支払うこと。

　⑤　支出事務

　（イ）　支出経理簿を作成すること。

　（ウ）　支出関係書類を作成すること。

　（ウ） 現金納付の場合は、指定管理者が現金の管理を行うこと。なお、収納した使用料金は、善良な管
　　　 理者として職務上、細心の注意を払って安全に保管し取扱うこと。

　（エ） キャッシュレス決済の場合は、岐阜市が貸与する機器を用いる。ただし、自主事業など指定管理
　　　 者の収入となる決済には利用できないため、注意すること。
　　　　 なお、決済端末のレンタル料及び決済にかかる手数料は、岐阜市が負担するが、指定管理者の責
　　　 めに帰すべき事由による機器の損傷や機器の損失は、指定管理者の負担による修繕となるため、機
　　　 器の取扱いには充分注意すること。

　（オ） 収入日計及び月計の記帳、パソコンデータの作成をし、教育委員会への報告を行うこと。

　（カ）　緊急連絡網（当該敷地内の施設を含む。）を作成し市へ報告すること。

　（キ）  急病人及びけが人が発生した場合は、救急車の手配、医療機関・家庭への連絡を行う等、適切な
　　　　処置を行うこと。

　⑥　緊急時等の対応

　（ア）　消防法等に基づき防火管理者を１名選任する。※会館に置く「甲種防火管理者」と兼務可。

　（イ）　防災計画書等を作成すること。

　（ウ）　その地域を管轄する消防署へ防災計画書等を提出すること。

　（エ）　防災訓練を実施すること。

　（オ）　施設の所在地を管轄する消防署へ報告書を提出すること。



　⑦災害時における対応

　（ア）　施設の営業時間外であっても、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１項第１号に
　　　　規定する災害（以下、「災害」という。）が発生し、市災害対策本部等からの避難所開設の指示が
　　　　あった場合は、速やかに避難所の開設に応じること。

　（イ）　施設の営業時間内に、災害が発生し、施設内に利用者が滞留する場合や、自主避難者が発生した
　　　　場合は、市災害対策本部等に速やかに報告し、対応を協議すること。

　（ウ）　市の指示により、施設を避難所等として開設する時は、市職員、地域住民、ボランティアと協力
　　　　し運営すること。

　（エ）　避難者用の資機材等については、市が準備する。なお、災害対応における施設職員用として必要
　　　　と思われる資機材等については、指定管理者が準備すること。

　（オ）　指定管理者は、避難所運営マニュアル（指定管理者編）により災害時に避難所として開設できる
　　　　ように体制を構築し市に報告すること。また、施設が所在する地域の自主防災隊との連携強化のた
　　　　め、地域防災訓練等へ参加すること。

　　　　　指定管理者が管理する施設は、直接に住民の共同使用に供することを目的に設置した施設であり、
　　　　財産の分類上、行政財産として区分されている。この行政財産は、施設の設置目的又はその用途以
　　　　外に使用することができない。しかし、地方自治法及び岐阜市公有財産規則において、その用途又
　　　　は目的を妨げない限度においてその使用を許可することができると規定されている。このことを行
　　　　政財産の目的外使用許可と呼び、この使用許可は、市のみが行使できる権限であり、指定管理者が
　　　　行うことはできない。

　（イ）　目的外使用許可の基準

　　　　ａ　当該行政財産を利用する者の利便を図るため、自動販売機等（食堂、売店その他の施設）を設
　　　　　置するとき。なお、既に市の許可を受けて会館内に設置されている飲料水用自動販売機（１台）
　　　　　については、市として引き続き設置することとする。

　　　　ｂ　公の学術調査、研究又は公共目的のために行われる講演会、研究会等の用に短期間使用させる
　　　　　とき。

　　　　ｃ　水道事業、電気事業、ガス事業その他公益事業の用に供するため、やむを得ないと認められる
　　　　　とき。

　（ク）  災害が発生した場合は、会館利用者及び業務従事者の避難誘導等安全確保に努めるとともに、敷
　　　　地や施設の被災状況等を把握し、速やかに市に報告すること。

　（ケ）　盗難事件が発生した場合、速やかに所轄警察署に通報し、被害者が被害届を提出することに協力
　　　　すること。また被害者から状況を聞き取り、盗難事件報告書を作成し、市へ提出すること。

　（コ）　事故が発生した場合、被害者から状況を聞き取り、市へ一報を入れること。その後速やかに事故
　　　　報告書を作成し、市へ提出すること。

　⑨　目的外使用許可等

　（ア）　目的外使用許可とは

　（カ）　上記以外の詳細については、協定書により定める。

　⑧　消耗品等の管理及び補充

　（ア）　維持管理用消耗品（乾電池・蛍光灯・トイレットペーパー等）、事務用消耗品（名札・事務用品･
　　　　応急処置用医薬品等）、清掃用消耗品（洗剤・清掃用具等）の購入及び在庫管理について適切に行
　　　　うこと。

　（イ）  利用者に供する備品・消耗品について、点検及び在庫管理を行うとともに、会館利用に支障がな
　　　  いよう、適宜取替え又は購入すること。
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　①　管理等

　②　修繕等

　③　光熱水費等

　④　ねずみ・衛生害虫等の防除対策　

　　　　ｇ　その他市が当該行政財産の用途又は目的を妨げないと認めるとき。

　（ウ）　目的外使用許可の取扱い

　　　　ｂ　指定管理者以外の場合

　　　　　　目的外使用許可の基準に該当する申請や疑義がある申請が直接指定管理者にあった場合は、速
　　　　　やかに市に引き継ぐこと。

　　　市が実施する施設・設備の保守点検業務等については、日程調整や利用者に対する周知、立会い等市
　　と協力して管理すること。業務内容については、別添の【資料１】を参照すること。

　　　　（ａ）　指定管理者が利用者の利便を図るなどの理由により、自動販売機等の設置を行うとき。

　　　　（ｂ） 上記のほか会館の設置目的又は用途以外に施設を使用するとき。

（３）　施設・設備の維持管理に関すること

　　　　ｄ　災害その他緊急事態の発生により、応急施設として短期間使用させるとき。

　　　　ｆ　市の事務若しくは市の事業の遂行上やむを得ないと認められるとき。

　　　　ａ　指定管理者の場合

　　　　　　指定管理者が、次に掲げる目的で会館を使用する場合は、目的外使用の許可を得ること。ただ
　　　　　し､目的外使用に該当するか疑義がある場合は、事前に市と協議すること。

　　　会館内の設備・機器等の状態について常に作動点検を行い、必要に応じて整備や更新を行うこと。ま
　　た、施設・設備の性能維持のため、市と事前に協議の上、原則として見積額１件５０万円未満（税込）
　　を対象とした修繕等を執行すること。
　　　見積額１件５０万円以上（税込）の修繕については、打ち合わせをし、市が執行することとする。な
　　お、休館日に修繕等行う場合は、指定管理者が立ち会うこととする。

　　　電気・上下水道・ガスの使用料金について、指定管理者の費用負担はないが、民間のノウハウを生か
　　して利用者サービスの向上を図るとともに、コストの節減や環境負荷の軽減に努めること。

　　　ねずみ・衛生害虫等の防除対策を実施する場合は、「岐阜市有施設における病害虫等防除に基づく基
　　本方針」に準じて、人の健康に対するリスクと環境への負担を最小限にとどめるような方法で実施する
　　こととし、安易な薬剤の使用は避けること。
　　　やむを得ず会館内で塗料や薬剤を使用する場合は、使用する３日前から使用後３日後まで、掲示物等
　　で利用者や近隣施設に周知すること。

　　　　ｅ　国若しくは地方公共団体その他の公共的団体において公用若しくは公共用又は公益事業に供す
　　　　　るため、やむを得ないと認められるとき。
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　　　　　　指定管理者が施設の設置目的又は用途を妨げない範囲で自らの費用負担による自主事業を実施
　　　　　するために施設を使用する場合は、事前に市の承諾を得るものとし、その内容が目的外仕様に該
　　　　　当すると認められるときは、目的外使用の許可を得ること。（目的内使用であれば、使用料を市
　　　　　に支払い事業を実施する。）



　⑤　空調設備の調節・維持管理

　⑥　照明設備の調節・維持管理

　　
　⑦　各種管理業務の日誌管理・保管

　　　各種管理業務等の記録や日誌を適切な方法で管理すること。

　⑧　館内等点検

　　
　⑨　会館ほか各施設間の調整

開錠 火～金 土 日 施錠 月 火～金 土 日

エール ○ × × エール ○※1 × × ×

中　青 × ○ ○ 中　青 × ○ ○ ○※2
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エールぎふ用ことばの教室用会館用管理区分

　　　会館内の空調設備や機器の調節・管理を行うこと。

　　　会館内の照明設備や機器の調節・管理を行うこと。

　（ア）　指定管理者は閉館にあたっての館内消灯、各部屋及び会館出入口の施錠確認、便所内の不審物等
 　　　 の点検及び最終退出者による機械警備（防犯設備）のセットを行うこと。

　（イ）　会館の美観維持、環境衛生、事故防止等のため、開館前及び閉館時に、会館内並びに要項の【資
　　　　料１】（敷地図）に示す会館敷地の範囲について、見回り点検を行い、異常を発見した場合は速や
　　　　かに市に報告すること。

第2－Ａ（場内北側12台分） × × ○

　（ウ）　会館敷地内において、危険物のおそれのある物品や悪質と思われるいたずら等を発見した際は、
　　　  直ちに警察署へ通報するとともに市に報告すること。

　（ア）　会館、岐阜市立明郷小学校言語通級指導教室（以下「ことばの教室」という。）及び岐阜市子ど
　　　  も・若者総合支援センター（以下「エールぎふ」という。）等の駐車場（第１・第２合わせて４８
　　　  台（身障者用駐車場２台分。）。以下「敷地内駐車場」という。）について、管理区分は以下の表
　　　  のとおり。

○ ×

　（イ）　敷地内駐車場の開錠及び施錠については、エールぎふ等施設の管理者と協議の下、見回りの一環
　　　　として行うこと。なお、駐車場門扉の開閉分担は概ね以下の表のとおり。

　（ウ）　敷地内施設及び市が共有すべき、日常的な事象について、連絡調整等を行うこと。

第1－Ａ（北舎南側11台分） × × ○

第1－Ｂ（南舎北側11台分） 〇 ○ ×

　　　※　管理区分について、ことばの教室はその立地上、会館に付随する施設として扱い、会館が駐車場
　　　　を管理する。

　　　※　敷地内駐車場において、会館とエールぎふで所管が分かれているが、市及び施設管理者間の協議
　　　　により、双方の施設使用に影響のない範囲で相互に融通し合うものとする。

第2－Ｂ（場内南側12台分） 〇

　※1　月曜日について、第1駐車場の施錠は体育館の夜間開放管理指導員が行う場有。

　※2　日曜日の門扉施錠は午後５時（平日は午後９時30分）。なお、毎月第３日曜日は休館日につき、敷
　　 地内駐車場は原則開錠しない。



（４）　指定事業の実施に関すること

　③　社会的自立支援（自立支援が必要とされる若者への支援）

　　　青少年団体や青少年育成団体の活動拠点として、また、青少年が地域の一員として活躍することがで
　　きるよう、社会参画を推進する。

　（ア）　青少年団体や青少年育成団体の活動拠点としての支援

　②　社会参加の促進

　　　青少年の健全な育成を図るため、活動拠点としての役割や、若者の社会適応力を高める取り組み、社
　　会的自立訓練となる体験活動の実施など専門分野を活かした総合的な支援体制を構築し、社会的自立支
　　援を推進するため、以下の事業を実施すること。

　①　全般に関すること

　　　岐阜市教育大綱及び岐阜市教育振興基本計画に則した活動を行うこと。

　　　　　ｂ　市民活動団体への情報交流会の定期開催

　　　  　岐阜市青少年育成市民会議、岐阜市シニアリーダークラブ、ジュニアリーダークラブ、岐阜市子
　　　　ども会育成連合会等の活動拠点としての支援を行うこと。

　　  　　（支援にあたっては、市から各会館に配置されている社会教育指導員（岐阜市青少年育成市民会
　　　　議ブロック事務局長）と連携して行うこと）

　（イ）　ジュニアリーダークラブの育成

　　　  　市内青少年会館を活動拠点として、「リーダーとしての資質向上を図り、子ども会活動をはじめ
　　　　とした地域の行事に参加することで、地域社会との交流を深めること」を目的とした、ジュニアリ
　　　　ーダーの育成を岐阜市シニアリーダークラブと共に行うこと。

　　　　　a　ジュニアリーダー定例会（毎月１回）の運営

　　　　　b　会館で行われる事業へのジュニアリーダーの参加促進

　　　　　ａ　市民活動団体の取り組み紹介や相談窓口

　④　社会的自立支援（自立支援が必要な若者の家族やその支援者への支援）

　　　自立支援に取り組む市民活動団体へ情報交流等の支援を行うこと。

　（ウ）　適切な支援を行うため、エールぎふが主催する実務者会議への参加による情報共有等を行う
　　　  こと。

　　　自立支援が必要とされる若者（草潤中学校生徒、子ども・若者総合支援センター"エールぎふ"に通所
　　する児童・生徒含む）に対する「サードプレイス（居場所）としての機能」の充実を図る。

　　　　　ａ　自立支援に取り組む市民活動団体との連携による講座

　（ウ）　青少年の社会参画を支援、指導

　　　　  中学生、高校生が地域の一員として活躍することができるよう、ボランティア活動の推進を図る。

　（ア）　自立支援が必要とされる若者の社会参加を促す以下の講座を実施すること。

　　　　　ｂ　社会参加を促す内容の講座

　（イ）　居場所機能の充実

　　　　　自立支援が必要とされる若者が安心して来館できるような『居場所機能の充実』を図る。

　　　　　ａ　中央青少年会館の諸室（ラウンジ、スタディルーム、アートスペース（Cozy）、若者チャレ
　　　　　　ンジ室等）の有効活用を図る。

　　　　　ｂ　ニーズに応じた教育相談活動の実施
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２　その他

（１） 備品に関すること

（５） その他の業務

　　　　会館及び当該敷地内の管理上、市が必要と認める業務を行うこと。

　　　自立支援を行う関係機関（岐阜市子ども・若者支援センター"エールぎふ"、岐阜市立草潤中学校）や
　　不登校の生徒等への対応を始めるドリームシアター岐阜との連携を強化し、情報共有やサードプレイス
　　機能の充実を図ること。

　（ア）　草潤中学校生徒の自立支援（放課後や課外活動での学びの場の提供等）

　（イ）　エールぎふ職員と連携し、不登校及び自立支援が必要な生徒、保護者への対応

　（ウ）　ドリームシアター岐阜との連携

　⑦　市の中核的青少年会館として、他の４館（岐阜市北青少年会館・岐阜市青山青少年会館・岐阜
　　市西部福祉会館青少年ルーム・岐阜市東青少年会館）との連携運営

　⑥　市の他部署所管施設との連携を密にした、より効果的な支援、学びの場の充実

　　　多様な地域資源を活かした学びの場や機会の創出を図るとともに、青少年が集いたくなる魅力的な施
　　設づくりをめざす。

　（ア）　多様な地域資源（環境、人）を活かした学びの場や機会の創出を図ること。青少年の資質・能力
　　　　を伸ばす魅力的、探求的な講座を企画・実施すること。

　（イ）　青少年の自主性を重んじ、青少年がしたいこと、やってみたいことをともに考え、それをバック
　　　　アップする体制を構築すること。

　（ウ）　青少年の居場所作りのため、若者が集いたくなる魅力的な施設づくり（ひと、もの、こと）をめ
　　　　ざして、アイデアを出し、実現すること。また、青少年が優先的に利用できる施設（部屋）の更な
　　　　る利用促進を図ること。

　　　　（若者チャレンジ室、アートスペース、ボランティアスタッフルーム、ミニキッチン　他）

　（エ）　青少年の自立や地域貢献を支援する団体等の活動を支援すること。

　①　指定管理者は、現状の会館備品を市から無償で貸与を受けることとする。

　②　老朽化・破損等による修理や故障による取替の必要がある場合は、双方協議により決定する。なお、
　　指定管理者による修繕等により、結果として資産を取得することとなる場合について、その資産は市の
　　所有に帰することとする。

　（ア）　定期的な館長会議等で、情報や事業の共有（学習ルーム、講座等）・連携を図ること。

　（イ）　②～⑤について、他の４会館と統一的に支援事業を展開すること。

　　　以上、指定事業②～⑦の実施にあたっては、市と協議の上、現在（令和８年度中）の事業水準を確保
　　すること。

　⑤　学びの提供（青少年への学び・体験の場の提供）
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（２）　指定管理者が賠償責任を負う範囲

（３）　重要事項の変更

（４）　留意事項
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　⑥　会館内の市有物品について、岐阜市会計規則及び岐阜市物品管理規則等財務関連例規の管理方法及び
　　分類等に基づいた管理を行うこととする。

　②　前記①の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ、市が損害を賠償したときは、市は指定管
　　理者に対し求償権を有するものとする。

　③　指定管理者の備品持ち込みも可とする。ただし、その場合は、市有備品と区別がつくようにすること
　　とし、指定管理者の指定期間終了後は撤去すること。なお、リースにすることも可能とするが、その際
　　は市と協議することとする。

　④　委託料で備品を購入するときは事前に市と協議するものとし、その備品は市の所有に帰することとす
　　る。また、廃棄する場合も事前に市と協議することとする。

　①　指定管理者は、会館の管理業務の履行にあたり、指定管理者の責めに帰すべき事由により市又は第三
　　者に損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければならない。

　⑤　備品の異動や修繕が生じた場合は、遅滞なく市に報告することとする。

　④　要項及び本仕様書に規定するものの他、不明な点や記載のない事項については、その都度、市と協議
　　して定めること。

　　　　指定管理者は、法人その他の団体における定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったとき
　　　は、遅滞なく市に届け出なければならない。

　①　利用者に対しては、親切に対応するとともに、接遇について充分留意すること。

　②　会館の職員は、名札を着用するとともに、服装及び身体を常に清潔に保ち、利用者に好感をもたれる
　　よう努めること。なお、職員の香料の使用については、自粛するように努めること。

　③　会館の使用申込みを受け付ける等、職員は予約システムを日常的に使用するため、業務従事者は予約
　　システムの操作や取扱い手順等について十分習熟するとともに、予約システムを使用する他の公共施設
　　の管理者と緊密に連絡調整を行い、会館利用者の利便性向上を図ること。



【資料１】

業務内容 定期点検 日常保守管理

室内床清掃　　　　　　　→年２回 床　　　　 週３回

定期清掃　　　　　　　　→年２回 トイレ 　　週３回

室内外窓ガラス清掃　　　→年１回 室内　 　　週２回

外回り月１回 屋外トイレ 週３回

警備業務
警備機器による
随時（夜間及び休館日終日）

消火器維持点検　　　　　→年２回

自動火災報知設備維持点検→年１回

非常進入口赤色灯維持点検→年２回

非常放送維持点検設備　　→年１回

誘導灯維持点検　　　　　→年２回

屋内消火栓設備維持点検　→年１回

防火対象物点検　　　　　→年１回

自動ドア－開閉装置保守点検業務 年２回

エレベーター保守点検業務 月１回

定期清掃　　　　　　　　→年３回

室内外窓ガラス清掃　　　→年３回

ＧＨＰ（ｶﾞｽﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ）保守点検業務 年１回

水質検査（残留塩素）　　→週１回

水質検査（３種）　　　　→年１回

空気環境　　　　　　　　→年６回

衛生害虫・ねずみ生息調査→年６回

衛生害虫・ねずみ防除施行→年２回

受水槽清掃→年１回

建築物・建築設備及び防火設備
定期点検業務

年１回 建築物定期点検は、３年に１回

建築物環境衛生管理業務

業務内容一覧

清掃業務

消防用設備維持点検業務

自家用電気工作物の保安管理業務



備品一覧

備品番号 明細コード 品名 品質規格
1 0000105 01040199 ファイリングキャビネット Ａ４－４段
2 0000106 01040199 ファイリングキャビネット Ａ４－４段
3 0005381 01010499 脇机 脇机
4 0005591 01010499 脇机 脇机
5 0006195 01020199 肘つき事務椅子 一般椅子（肘付き）
6 0006265 01020199 肘つき事務椅子 新一般椅子（肘付き）
7 0007154 01020299 一般事務椅子 新一般椅子
8 0007157 01020299 一般事務椅子 新一般椅子
9 0063006 01010301 平机 パソコンテーブル　１，２００×８００

10 0063007 01010301 平机 パソコンテーブル　１，２００×８００
11 0063008 01010301 平机 パソコンテーブル　１，２００×８００
12 0063009 01010301 平机 パソコンテーブル　１，２００×８００
13 0063010 01010301 平机 パソコンテーブル　１，２００×８００
14 0063011 01010301 平机 パソコンテーブル　１，２００×８００
15 0063012 01010199 両袖机 両袖机
16 0063013 01010199 両袖机 両袖机
17 0063014 01010299 片袖机 片袖机
18 0063016 01010299 片袖机 片袖机
19 0063017 01010299 片袖机 片袖机
20 0063018 01010199 両袖机 片袖机
21 0063019 01010299 片袖机 片袖机
22 0063023 01010299 片袖机 片袖机
23 0063024 01010299 片袖机 片袖机
24 0063025 01010299 片袖机 片袖机
25 0063027 01010299 片袖机 片袖机
26 0063029 01010499 脇机 脇机　９号
27 0063031 01010499 脇机 脇机　９号
28 0063032 01010499 脇机 脇机　９号
29 0063033 01010499 脇机 脇机　９号
30 0063034 01010499 脇机 脇机　９号
31 0063035 01010499 脇机 脇机　９号
32 0063038 01010801 会議用机 机　チトセ　ＳＴ－１８００
33 0063039 01020199 肘つき事務椅子 肘つき事務椅子（課長級）
34 0063050 01020299 一般事務椅子 一般事務椅子
35 0063051 01020299 一般事務椅子 一般事務椅子
36 0063058 01030301 本棚 マガジンラック　プラス１９－９８４
37 0063060 01030301 本棚 マガジンラック　プラス１９－９８４
38 0063061 01030799 ロッカー 更衣ロッカー　スチール製
39 0063062 01030799 ロッカー 更衣ロッカー　スチール製
40 0063064 01030799 ロッカー 更衣ロッカー　スチール製
41 0063073 01040199 ファイリングキャビネット スチール製書類整理箱　Ａ４－４段

42 0063074 01040701 金庫 金庫　プラス　Ｓ－２１　シルバーグレー

43 0063083 01140501 パーティション 衝立　イトーＫＰ－６６　１６５×１２５
44 0063086 01060301 ホワイトボード グレスボード　日学　ＧＲ１３１
45 0063087 01060301 ホワイトボード ホワイトボード　プラスＮＷ－３６ＳＡ

46 0063119 01110401 プロジェクタ プロジェクタ　ソニー　ＶＰＬ－ＣＸ１００

47 0063124 01140101 テレビ シャープ　アクオス　ＬＣ－２２Ｋ３Ｂ
48 0063125 01140101 テレビ シャープ　アクオス　ＬＣ－２２Ｋ３Ｂ
49 0063126 01140201 時計 時計　セイコー８ＤＡＹ
50 0063129 01140301 鏡 鏡　姿見　９００×１５００　キャスター付

51 0063130 01140301 鏡 鏡　姿見　９００×１５００　キャスター付

52 0063131 01141501 電気掃除機 電気掃除機　ナショナルＭＣ－Ｓ８４ＸＤ

53 0063142 01150101 置物 ブロンズ像「２体１組」
54 0063143 01150301 額 油絵額　Ｐ１００号用　ＭＮ６７６
55 0063144 01180401 テント プライベートテント　Ｎｏ．７６１６
56 0063146 01240101 ピアノ ピアノ　カワイ　ＫＬ７０４
57 0063152 01240501 太鼓類 大太鼓
58 0063167 01310201 梯子 梯子　アルミ製２連　全長６．４ｍ
59 0063483 01080101 ☆パソコン ノートパソコン　東芝
60 0063488 01030301 本棚 マガジンスタンド　クラウン



61 0100570 01020201 一般事務椅子 ナイキ　ＳＥＮ５１０Ｆ－ＢＬ
62 0100628 01020201 一般事務椅子 ナイキ　ＳＥＮ５１０Ｆ－ＢＬ（ゴムキャス

63 0109277 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
64 0109278 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
65 0109279 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
66 0109280 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
67 0109281 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
68 0109282 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
69 0109283 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
70 0109284 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
71 0109285 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
72 0109286 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
73 0109287 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
74 0109288 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
75 0109290 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
76 0109291 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
77 0109292 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
78 0109293 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
79 0109734 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） ナイキ　ＳＥＮ５１１Ｆ－ＢＬ（ゴムキャス

80 0109949 01020201 一般事務椅子 ナイキ　ＳＥＮ５１０Ｆ－ＢＬ（ゴムキャス

81 0113231 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） トヨスチール　ＹＴＲ－６００Ａ－Ｂ（ゴム

82 0115484 01020201 一般事務椅子 トヨスチール　ＹＴＲ－６００－Ｂ
83 0116692 01241801 キーボード シンセサイザー　ヤマハ　MX61
84 0116699 01300401 アンプ ベースアンプ　Fender　Rumble150Combo

85 0116702 01300401 アンプ ギターアンプ　Roland　JC-120
86 0116703 01300401 アンプ キーボードアンプ　Roland　KC-60
87 0116704 01240501 太鼓類 バスドラム　Pearl　VBL2218
88 0116705 01240501 太鼓類 フロアタム　Pearl　VBL1616
89 0116706 01240501 太鼓類 スネアドラム　Pearl　STE1450S
90 0116707 01240401 ギター エレキギター　Fender　ST-STD
91 0116708 01240401 ギター エレキベース　Fender　JB-STD
92 0116758 01302001 音響設備 電源モジュール　tascam　AV-P2800

93 0116806 01300401 アンプ ギターアンプ　Marshall　DSL40C
94 0116808 01060301 ホワイトボード ライオン　ＮＭ－３１ＮＢ
95 0116809 01060301 ホワイトボード ライオン　ＮＭ－３１ＮＢ
96 0117670 01300401 アンプ ポータブルワイヤレスアンプ　PE-W50

97 0118015 01012001 カウンター カウンターテーブル トヨセット CFT-1860H

98 0118016 01029901 その他椅子類 ハイチェア　トヨセット　SPH-31A
99 0118017 01029901 その他椅子類 ハイチェア　トヨセット　SPH-31A

100 0118086 01010801 会議用机 トヨセット　ET-1490BA-P
101 0118087 01010801 会議用机 トヨセット　ET-1490BA-W
102 0118088 01010801 会議用机 トヨセット　ET-1890EC-P
103 0118609 01031001 食器戸棚 オフィスキッチン　トヨセット　OKM-60

104 0118861 01051601 スロープ 携帯用スロープ　100cm　ケアメディックス

105 0118862 01051601 スロープ 携帯用スロープ　120cm　ケアメディックス

106 0118949 01030201 整理棚 物品棚(基本) ライオン LBN-6665K 天地5段

107 0118950 01030201 整理棚 物品棚(基本) ライオン LBN-6665K 天地5段

108 0118951 01030201 整理棚 物品棚(基本) ライオン LBN-6665K 天地5段

109 0118952 01030201 整理棚 物品棚(基本) ライオン LBN-6665K 天地5段

110 0118953 01030201 整理棚 物品棚(基本) ライオン LBN-6665K 天地5段

111 0118954 01030201 整理棚 物品棚(連結) ライオン LBN-6465R 天地5段

112 0118955 01030201 整理棚 物品棚(連結) ライオン LBN-6465R 天地5段

113 0118956 01030201 整理棚 物品棚(連結) ライオン LBN-6465R 天地5段

114 0118957 01030201 整理棚 物品棚(連結) ライオン LBN-6465R 天地5段

115 0118958 01030201 整理棚 物品棚(連結) ライオン LBN-6665R 天地5段

116 0118961 01010801 会議用机 内田洋行　ST11NP-1575MS
117 0118962 01010301 平机 内田洋行　MW90-1880
118 0119037 01302001 音響設備 ミキサー YAMAHA MG206C-USB
119 0119038 01302001 音響設備 ＣＤプレーヤー TASCAM CD-500
120 0119039 01302001 音響設備 電源ユニット TASCAM AV-P2800



121 0119040 01302001 音響設備 機器収納オープンラック PULSE MOR14U D500

122 0119041 01302001 音響設備 接続盤
123 0119042 01300501 スピーカー メインパワードスピーカー YAMAHA DXR15

124 0119043 01300501 スピーカー メインパワードスピーカー YAMAHA DXR15

125 0119044 01300501 スピーカー メインパワードサブウーファーYAMAHA DXS15

126 0119045 01300501 スピーカー メインパワードサブウーファーYAMAHA DXS15

127 0119046 01302001 音響設備 メインスピーカー移動台車　
128 0119047 01302001 音響設備 メインスピーカー移動台車　
129 0119048 01300501 スピーカー ＦＢパワードスピーカー YAMAHA DXR10

130 0119049 01300501 スピーカー ＦＢパワードスピーカー YAMAHA DXR10

131 0119116 01311501 ゴミ箱 ライオン事務機　DB-420-TF
132 0119117 01010301 平机 トヨセット　MTS-18900MMG
133 0119118 01029901 その他椅子類 カウンターチェア　プラス　RC-151S　OR

134 0119119 01029901 その他椅子類 カウンターチェア　プラス　RC-151S　OR

135 0119120 01010801 会議用机 内田洋行 ST10P-1809TB Mメープル T字脚型

136 0119121 01010801 会議用机 内田洋行 ST10P-1809TB Mメープル T字脚型

137 0119122 01010801 会議用机 内田洋行　A-Stack　1545T　グレイ

138 0119124 01010801 会議用机 内田洋行　A-Stack　1545T　グレイ

139 0119126 01010801 会議用机 内田洋行　A-Stack　1545T　グレイ

140 0119127 01010801 会議用机 内田洋行　A-Stack　1545T　グレイ

141 0119132 01040901 下駄箱 内田洋行　F-6型　24人用　
142 0119133 01040901 下駄箱 内田洋行　F-6型　24人用　
143 0119134 01040901 下駄箱 内田洋行　F-6型　24人用　
144 0119135 01040901 下駄箱 内田洋行　F-6型　24人用　
145 0119136 01040901 下駄箱 内田洋行　F-6型　24人用　
146 0119137 01040901 下駄箱 内田洋行　F-6型　24人用　
147 0119320 01060501 看板 西門扉南側壁面　岐阜市中央青少年会館　

148 0119321 01060501 看板 スタッフルーム前壁面　１階フロアー案内図

149 0119322 01060501 看板 ２階東階段前　２階フロアー案内図　

150 0119323 01060501 看板 １階東階段前　２階へお上がりください

151 0119324 01060501 看板 エントランス外側　開館時間の案内

152 0119922 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） トヨスチール　ＹＴＲ－６００Ａ－Ｂ（ゴム

153 0120489 01300401 アンプ ポータブルワイヤレスアンプ JVC PE-W51D

154 0120490 01300601 マイク ワイヤレスマイクロホン JVC WM-P970

155 0122963 01301101 照明機器 LEDスポットライト CoolSpotαLED 4000K 白

156 0122964 01301101 照明機器 LEDスポットライト CoolSpotαLED 4000K 白

157 0122965 01301101 照明機器 LEDスポットライト CoolSpotαLED 4000K 白

158 0122966 01301101 照明機器 LEDスポットライト CoolSpotαLED 4000K 白

159 0124940 01311301 台車 静音樹脂キャリー　トヨセット　NP-301GS

160 0126825 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
161 0126826 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
162 0126827 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
163 0126828 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
164 0126829 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
165 0126830 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
166 0126831 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
167 0126832 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
168 0126833 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
169 0126834 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
170 0126835 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
171 0126836 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
172 0126837 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
173 0126838 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
174 0126839 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
175 0126840 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
176 0126841 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
177 0126842 01010801 会議用机 ＴＯＹＯＳＴＥＥＬ　ＳＴＣ－１５４５Ｒ
178 0126956 01249901 その他音楽器具類 ピアノガード　１０３Ｅ２０８３６
179 0127445 01020201 一般事務椅子 アイコ　ＯＡー１００５（ＦＧ３）　※ゴム

180 0127449 01020201 一般事務椅子 アイコ　ＯＡー１００５（ＦＧ３）　※ゴム



181 0139395 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） アイリスチトセ　ＢＩＴ－ＥＸ４３Ｌ１－Ｆ

182 0143296 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） アイリスチトセ　ＢＩＴ－ＥＸ４３Ｌ１－Ｆ

183 0143304 01020201 一般事務椅子 アイリスチトセ　ＢＩＴ－ＥＸ４３ＬＯ－Ｆ

184 0145582 01020201 一般事務椅子 アイリスチトセ　ＢＩＴ－ＥＸ４３ＬＯ－Ｆ

185 0145589 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） アイリスチトセ　ＢＩＴ－ＥＸ４３Ｌ１－Ｆ

186 0147006 01110401 プロジェクタ ソニー　データプロジェクター　VPL-EW345

187 0147556 01020201 一般事務椅子 アイリスチトセ　ＢＩＴーＥＸ４３ＬＯーＦ

188 0147565 01020103 肘つき事務椅子(主幹級～副主査級） アイリスチトセ　ＢＩＴ－ＥＸ４３Ｌ１－Ｆ

189 0149450 01010401 脇机 トヨセット　ＣＳＡ－０４７ＢＣＧ
190 0150466 01060301 ホワイトボード ライオン　ホワイトボード　Ａ－１３罫引き

191 0150467 01081501 パンチ コクヨ　２穴パンチ　３３０枚　ＰＮー３６

192 0150554 01060401 表示板 インフォメーションスタンド　ＮＳＳ－Ａ３

193 0153829 01130401 調理機器 IHクッキングヒーター（２口、２００Vタイ

194 0154164 01130401 調理機器 オーブンレンジ（SHARP㈱ RE-SS10D）

195 0162662 01020201 一般事務椅子 アイリスチトセ　ＢＩＴーＥＸ４３ＬＯーＦ

196 0165156 01020201 一般事務椅子 アイリスチトセ　ＢＩＴーＥＸ４３ＬＯーＦ

197 0165359 01080501 印刷機 理想科学工業(株)　リソグラフ　SF635別

198 0171321 01080301 ☆プリンター カラーインクジェットプリンター　PIXUS　i

199 0172771 01311301 台車 浅香工業　金象印しずキャリー　NP300DXL

200 0173046 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｍ（グリーン）
201 0173047 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｍ（グリーン）
202 0173048 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｍ（グリーン）
203 0173049 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｍ（グリーン）
204 0173050 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｍ（グリーン）
205 0173051 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｍ（グリーン）
206 0173052 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｒ（レッド）
207 0173053 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｒ（レッド）
208 0173054 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｒ（レッド）
209 0173055 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｒ（レッド）
210 0173056 01021101 丸椅子 ＲＥ－６６０ＡＮ－Ｒ（レッド）
211 0173125 01211201 車椅子 車椅子DM-81
212 0174316 01080101 ☆パソコン FUJITSU　Life Book
213 0174317 01080101 ☆パソコン FUJITSU　Life Book
214 0174318 01080101 ☆パソコン FUJITSU　Life Book
215 0184834 01080201 パソコン周辺機器 ノートパソコン　ProBook450
216 0184835 01080201 パソコン周辺機器 ノートパソコン　ProBook450
217 0263673 01192401 草刈機 マキタ充電式草刈機　ＭＵＲ１９１ＵＤＲＧ

218 0265385 01130101 冷蔵庫、冷凍庫 シャープ　SJ-D23F-S シルバー
219 0268476 01080101 ☆パソコン ノートパソコン 東芝 dynabook B65/J

220 0269244 01141601 電気洗濯機 アイリスオーヤマ　IAW-T604E
221 0269714 01311301 台車 スタッキングチェア専用台車 Z-ダイシャNO4

222 0269715 01311301 台車 スタッキングチェア専用台車 Z-ダイシャNO4

223 0269716 01311301 台車 スタッキングチェア専用台車 Z-ダイシャNO4

224 0269815 01301201 送受信機 SVX88 SHURE マイク受信機
225 0273571 01311301 台車 スタッキングチェア専用台車　T-LTS-110-Z

226 0273572 01311301 台車 スタッキングチェア専用台車　T-LTS-110-Z

227 0274992 01080101 ☆パソコン ノートパソコン　ProBook　450G3



指定管理業務に係る特記仕様書

【労働関係法令等遵守に関する留意事項】

第1 指定管理者は、指定管理者としての業務（以下「指定管理業務」という。）に従事する労働者について、
　労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法、労働者災害補償
　保険法などの関係法令を遵守すること。

2 　指定管理者は、指定管理業務の一部を第三者に委託するときは、私的独占の禁止及び公正取引の確保に
　関する法律（独占禁止法）及び下請代金支払遅延等防止法などの関係法令を遵守すること。

【公契約（指定管理者による公の施設の管理に関する協定を含む）に関する留意事項】

第1 指定管理者は、公契約に係る基本方針を定め、市及び事業者等の責務を明らかにするとともに、公契約
　に関する基本的事項を定めることにより、市及び事業者等が一体となって公契約に関する制度の適正な運
　用を図り、良質な公共サービスが提供され、市民が豊かで安心して暮らすことができる地域社会及び地域
　経済の健全な発展に寄与することを目的とした岐阜市公契約条例を遵守すること。

【不当介入への対応に関する留意事項】

第1 指定管理者は、指定管理者としての業務（以下「指定管理業務」という。）の履行に当たって、暴力団
　若しくは暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者から、事実関係及び社会通念等に照らして合理的な
　理由が認められない不当若しくは違法な要求又は指定管理業務の適正な履行を妨げる妨害（以下「不当介
　入」という。）を受けたときは、当該不当介入を管轄する警察署長に通報するとともに、市に報告しなけ
　ればならない。

【障害者差別解消法への対応に関する留意事項】

第1 指定管理者は、利用者の利便性向上等の観点から、障がいのある人に対し、「障害を理由とする差別の
　解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十五号）」第11条第1項に規定する指針に基づき対応す
　ること。また、 指定管理者が 提供すべき合理的配慮については、岐阜市と指定管理者の間で大きな差異
　が生じないよう努めること。

【個人情報の取扱いに関する留意事項】

（基本的事項）

第1 指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、指定管理者としての業務（以下「指定管理業務」と
　いう。）を実施するに当たっては、岐阜市個人情報保護条例その他個人情報の保護に関する法令及び岐阜
　市情報セキュリティポリシーの規定を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取
　扱いを適切に行わなければならない。

（責任体制の整備）

第2 指定管理者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなけ
　ればならない。

（責任者等の届出）

第3 指定管理者は、指定管理業務の実施における個人情報の取扱いの責任者(以下この条において「責任者」
　という。）及び事務に従事する者（以下「事務従事者」という。）を定めなければならない。

2 　指定管理者は、責任者に、本特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう事務従事者を監督させなけ
　ればならない。
3 　指定管理者は、事務従事者に、責任者の指示に従い、本特記仕様書に定める事項を遵守させなければな
　らない。

4 　指定管理者は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法
　律第27号）第2条第8項に規定する特定個人情報を取り扱う業務にあっては、責任者及び事務従事者をあら
　かじめ書面により市に届け出なければならない。責任者又は事務従事者を変更する場合も同様とする。

（教育及び研修の実施）

第4 指定管理者は、全ての事務従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項、当該事項に違反
　した場合に負うべき責任その他指定管理者として行う業務の適切な履行に必要な教育及び研修を実施しな
　ければならない。
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（取得の制限）

第5 指定管理者は、指定管理業務を行うために個人情報を取得する場合は、事務の目的を明確にし、その目
　的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

2 　指定管理者は、指定管理業務を行うために個人情報を取得する場合は、本人から直接取得し、又は本人
　以外から取得するときは本人の同意を得た上で行わなければならない。ただし、市の承諾があるときは、
　この限りでない。

（利用及び提供の制限）

第6 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報を当該業務の目的以外の目的に利用し、又は第
　三者に提供してはならない。ただし、市の承諾があるときは、この限りでない。

（改ざん、漏えい、滅失及び毀損の防止等）

第7 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報について、改ざん、漏えい、滅失及び毀損の防
　止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講ずるものとする。

2 　指定管理者は、市が承諾した場合を除き、指定管理業務に関して知り得た個人情報を、当該業務におい
　て当該個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）から持ち出してはならない。

（廃棄等）

第8 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったときは、
　確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。

（秘密の保持）

第9 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報の内容を、法令等で認められた場合を除いては、
　他人に知らせてはならない。指定管理業務が終了し、又は指定を取り消された後においても、同様とする。

（複写又は複製の禁止）

第10 指定管理者は、指定管理業務を処理するために市から引き渡された個人情報が記録された資料等を複
　写し、又は複製してはならない。ただし、市の承諾があるときは、この限りでない。

（事務従事者への周知）

第11 指定管理者は、事務従事者に対して、在職中及び退職後においても、当該事務に関して知り得た個人
　情　報の内容を、法令等で認められた場合を除いては、他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら
　ないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。

（資料等の返還等）

第12 指定管理者は、指定管理業務を処理するために、市から提供を受け、又は指定管理者自らが取得し、
　若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、指定管理業務が終了し、又は指定を取り消された後直
　ちに市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が別に指示したときは、当該方法によるものとす
　る。

（報告）

第13 指定管理者は、指定管理業務の履行について、市に定期的に報告しなければならない。

2  　指定管理者は、指定管理業務に係る協定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知った
　 ときは、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。

（再委託の禁止）

第14 指定管理者は、指定管理業務を再委託してはならない。ただし、市の承諾を受けたときは、この限りで
　 ない。

2 　 指定管理者は、再委託の相手方に指定管理業務に基づく一切の義務及び本特記仕様書に定める全ての事
　 項を遵守させるとともに、指定管理者と再委託の相手方との契約関係にかかわらず、市に対して再委託の
　 相手方による個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。

3 　 指定管理者は、市の承諾を得て再々委託を行う場合において、再々委託の契約内容にかかわらず、市に
　 対して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。

（情報セキュリティ対策）

第15 指定管理者は、情報セキュリティ対策の実施状況について、協定締結後一週間以内に「（別紙）情報
　セキュリティ対策チェックシート」を作成し、提出すること。再委託する場合、再委託先も「情報セキュ
　リティ対策チェックシート」による点検を実施し、指定管理者の責任で問題ないことを確認の上、提出す
　ること。
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（派遣労働者等の利用時の措置）

第16 指定管理者は、指定管理業務を派遣労働者によって行わせる場合、労働者派遣契約書に、秘密保持義
　 務等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければならない。この場合において、守秘義務の期間は、
　 第9の規定に準じるものとする。

2　  指定管理者は、派遣労働者に指定管理業務に関する一切の義務を遵守させるとともに、指定管理者と派
　 遣元との契約内容にかかわらず、派遣労働者による個人情報の処理に関し、市に対して責任を負うものと
　 する。

（立入調査）

第17 市は、指定管理者が指定管理業務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、個人情報の
　 保護のため必要な措置が講じられているか確認する必要があると認めるときは､指定管理者に報告を求め､
　 又は指定管理者の作業場所を立入調査することができる。

（事故発生時等の公表）

第18 市は、個人情報の漏えい、滅失、毀損等の事故を把握した場合には、必要に応じ、指定管理者及び再
　 委託先（再々委託先を含む。）の名称並びに当該事故の概要その他の必要事項を公表するものとする。

（契約の解除）

第19 市は、指定管理者が本特記仕様書に定める義務を果たさない場合は、指定管理者としての指定を取り
　 消し、又は業務の全部若しくは一部を停止することができる。

2 　 指定管理者は、前項の規定に基づく指定の取消し及び業務の停止により損害を被った場合においても、
　 市にその損害の賠償を求めることはできない。

（損害賠償）

第20 指定管理者は、指定管理業務において、本特記仕様書の定めに反した取扱いにより市又は第三者に損
　 害を与えた場合は、その損害の全額を賠償しなければならない。
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（別紙）

はい いいえ 該当無

□ □ □

2-1 □ □ □

2-2 □ □ □

2-3 □ □ □

2-4 □ □ □

2-5 □ □ □

2-6 □ □ □

2-7 □ □ □

2-8 □ □ □

３. 人的安全管理

3-1 □ □ □

3-2 □ □ □

3-3 □ □ □

４. 物理的安全管理

4-1 □ □ □

4-2 □ □ □

4-3 □ □ □

4-4 □ □ □

4-5 □ □ □

５. 技術的安全管理
（１）情報システム及び通信ネットワークの管理

5-1 □ □ □

5-2 □ □ □

5-3 □ □ □

5-4 □ □ □

5-5 □ □ □

5-6 □ □ □

5-7 □ □ □

（２） アクセス制御

5-8 □ □ □

5-9 □ □ □

　6. 事故対応

6-1 □ □ □

6-2 □ □ □

再委託を行う場合、発注者の事前の承認を得ていますか？また、再委託先の個人情報保護管理体制を
確認し、機密保持契約を締結するとともに、本チェックシートによる点検をしていますか？

情報セキュリティ対策チェックシート
下記チェック項目に、貴団体の取組状況の記入をお願いします

チェック内容

１. 契約時の「情報セキュリティ要件」等の遵守状況

　貴団体は、契約時の「情報セキュリティに関する要件」や「個人情報取扱特記仕様書」などの諸規定を、本業務に従事する技術者等（再委
託先を含む。以下、「従事者」という。）に遵守させるよう教育し、教育・指導の記録を管理していますか？※特定個人情報取扱業務につい
ては、発注者の指示に従い、個人情報保護研修の実施状況、従事者の署名入りの研修記録を提出してください。

２. 組織的安全管理

情報セキュリティ対策に関わる責任者と担当者の役割や権限が明確になっていますか？具体的には、
個人情報保護責任者、個人情報保護担当者は任命されていますか？

重要な情報またはそれを管理する物品等について、入手、利用、保管、交換、提供、作成、消去、破棄に
おける取扱手順を定めていますか？

情報資産の業務目的以外の使用及び第三者への提供の禁止を、従事者に対して遵守させています
か？

契約期間中及び契約終了後においても、業務で知り得た秘密を他に漏らしてはならないことを、従事者
に対して遵守させていますか？

個人情報管理台帳等により、管理すべき重要な情報資産を把握し、区分していますか？また、その更新
を行っていますか？

ウイルス対策ソフトは常時最新のパターンファイルに更新していますか？

内部点検を定期的に実施していますか？また、点検に基づく改善を行っていますか？

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度に基づくISMS認証又はそれと同等の認証を取得し、適切に更新していますか？（※特定個
人情報取扱業務については、受注者及び再委託先の事業者についても認証証明書の写しを提出してください）

委託業務に関わる従業員（契約社員、パート、アルバイトを含む）から機密保持に関する誓約書など取得
していますか？

派遣社員を使用している場合、派遣会社と機密保持契約を結び、自社の個人情報保護の仕組み・手順
を理解させ、誓約書を取得していますか？

アクセス権限を付与する従業員は必要最小限に限定し、かつアクセス権限の範囲も必要最小限に限定
していますか？

私物のパソコン及び記録媒体の利用を禁止していますか？

パソコン等の端末、記録媒体、情報資産及びソフトウエア等を外部に持ち出す場合、情報セキュリティ対
策に関わる責任者等の許可を得ていますか？

重要な情報を含む書類、記憶媒体、モバイルPC等の保管場所やそれらを扱う場所について、施錠管理
や入退管理を行っていますか？

重要な情報を含む書類、記憶媒体、モバイルPC等について、整理整頓を行うとともに、盗難防止対策や
確実な廃棄を行っていますか？

市や外部の組織と情報をやり取りする際に、情報の取扱いに関する注意事項について合意し、管理簿
等で保管期限（５年）を定めた上で、記録をとって実施していますか？

情報システム（本業務システムだけでなく、貴社が管理するシステム、パソコン等も含む。）のセキュリティ
対策に関する運用ルールを策定していますか？

重要な情報に対するアクセス権限の設定を行っていますか？
また、アクセス記録は保管期限（５年）を定め取得し、保管していますか。

情報セキュリティに関する事件や事故等（情報漏洩、ウィルス感染等）の緊急時対応の手続き、報告書
の様式、連絡体制は整備できていますか？
また、事故の再発防止への取組はされていますか？

情報システムに障害が発生した場合、業務を再開するため緊急時対応計画、緊急時連絡網の整備を策
定し、訓練をしていますか？

※「いいえ」に該当する項目については、業務着手までに対策を実施してください。対策については、発注者と協議の上実施してください。※「該当無」に該当する項
目については、特に対策は必要ありません。

導入している情報システムに対して、最新のパッチを適用する等の脆弱性対策を行っていますか？

通信ネットワークを流れる重要なデータ、電子メールに添付する機密情報などに対して、暗号化等の保
護策を実施していますか？

モバイルPCやUSBメモリ等の記憶媒体でデータを外部に持ち出す場合、盗難、紛失等に備えて、適切な
パスワード設定や暗号化等の対策を実施していますか？

インターネット接続に関わる不正アクセス対策（ファイアウォール機能、パケットフィルタリング、ISPサービ
ス等）を行っていますか？

無線LAN のセキュリティ対策（暗号化等）を行っていますか？

情報システム（本業務システムだけでなく、貴社が管理するシステム、パソコン等も含む）へのアクセスを
制限するために、利用者IDの管理を行っていますか？


